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令和３年度報酬改定に伴う就労系障害福祉サービスの在宅支援の対象者は、「在宅支援を希望する者であって、在宅でのサービス利用による支援効果が認められると市町村が判断した利用者」となることが示されたものです。
ついては、在宅でのサービス提供を必要とする事業所においては、別添「届出書」に必要事項を記入の上、市または町へ提出をお願いします。

＜留意事項＞
「就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項について」（平成19年４月２日付け障障発第0402001号）の在宅において利用する場合の支援について、アからキの要件を備えていることに留意すること。

利用者に対しあらかじめ丁寧な説明を行い、在宅等でのサービス提供について、利用者（保護者）から同意を得る。また、在宅支援を行う場合も、利用者負担額が発生することを利用者へ説明すること。

＜届出の流れ＞
①　利用者へ説明、同意
②　「就労系障害福祉サービス提供における在宅利用にかかる届出書」を市または町へ提出
　・就労系障害福祉サービス提供における在宅利用にかかる届出書
　・就労系障害福祉サービス提供における在宅利用にかかる計画書
　・個別支援計画書の写し
　・事業所運営規程の写し
③　サービス提供後、翌月１０日までに「就労系障害福祉サービス提供における在宅利用にかかる報告書」を市または町へ提出
